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○建設場所の比較検討 資料１

敷地面積

早期性 ◎

用地取得の必要がなく，早期に実施
できる。

設計，建設，移転など一連の作業が
簡潔で他の要因に左右されない。

○

用地取得の必要がなく，早期に実施
できる。

市立病院移転後，仮庁舎に利用する
ための改造工事に着手できる。

◎

用地取得の必要がなく，早期に実施
できる。

設計，建設，移転など一連の作業が
簡潔で他の要因に左右されない。

現本庁舎の解体は後工程となる。

○

用地取得の必要がなく，早期に実施
できる。

現市立病院を解体後，建設工事に着
手できる。

安全性 ○

標高は1.0～1.6ｍ程度

西側市道は20ｍで，災害時の対応を
考えると評価できる。

緊急輸送路である県道33号線に近
い。

○

標高は1.0～1.6ｍ程度

西側市道は20ｍで，災害時の対応を
考えると評価できる。

緊急輸送路である県道33号線に近
い。

○

標高は1.0～1.6ｍ程度

西側市道は20ｍで，災害時の対応を
考えると評価できる。

緊急輸送路である県道33号線に近
い。

△

標高は1.0～1.5ｍ程度

四方の隣接道路の幅員が狭い。

国道438号線からは近い。

経済性

※概算費用
別紙

△

用地費用はかからない。

現庁舎と同等規模の仮庁舎，仮駐車
場が必要

事務所移転作業は２回 ◎

用地費用はかからない。

仮庁舎は必要ないが，現市立病院の
仮庁舎への改造工事が必要

仮駐車場は不要

事務所移転作業は２回

◎

用地費用はかからない。

小規模な仮庁舎，仮駐車場が必要

事務所移転作業は１回
△

市立病院所有の市有地であり，用地
費用は必要

仮庁舎，仮駐車場の確保は不要

事務所移転作業は１回

※ただし，合同庁舎，教育会館から
遠いため，全てを統合した庁舎を建
設することが求められる。

利便性

※詳細別紙
◎

位置について広く市民に認知されて
おり，利便性が高い。

◎

位置について広く市民に認知されて
おり，利便性が高い。

◎

位置について広く市民に認知されて
おり，利便性が高い。

△

公立病院として，市民に認知されて
いる。

実現性 ○

現庁舎を残して本格的な仮庁舎を建
設する必要があり，施工自体に制限
を受ける。

現庁舎解体後の建設となるが，仮庁
舎があるため，庁舎の配置や形態に
若干制限を受ける。

△

現庁舎解体後，空き地に建設するた
め，庁舎の配置や施工が自由になる
が，仮庁舎の改造工事はかなり検討
を要する。

仮庁舎が遠く離れるため，市民にか
なりの不便を強いる。(工事期間中)

○

現庁舎を残しての計画であり，庁舎
の配置や形態，施工自体にかなり制
限を受ける。

現本庁舎を使用しながら建設するの
で，市民への影響は少ない。(工事期
間中)

△

庁舎建設は，現市立病院の解体後と
なるが，空き地に建設するため，庁
舎の配置や施工が自由になる。

敷地が２箇所に分かれていることや
他の庁舎の統合が問題となる。

適合性 ◎

商業地域であり，建築形態を制限す
る規制が比較的緩く，計画しやす
い。 ◎

商業地域であり，建築形態を制限す
る規制が比較的緩く，計画しやす
い。 ◎

商業地域であり，建築形態を制限す
る規制が比較的緩く，計画しやす
い。 ○

第一種住居であり，建築形態を制限
する規制が厳しくなるが，３階建程
度の規模であれば，ある程度回避で
きる。

観点

パターン①―１ パターン①―２ パターン①―３ パターン②

現本庁舎建物跡に建設
（仮庁舎を建設）

現本庁舎建物跡に建設
（仮庁舎として現市立病院を利用）

現本庁舎敷地内に建設
（現本庁舎を使用しながら建設）

現市立病院跡地に建設

８,１５１.４３㎡ ８,１５１.４３㎡ ８,１５１.４３㎡ ８,０９９.６３㎡

※各観点において,優れている場合は「◎」，やや優れている場合は「○」，やや劣る場合は「△」とした。



利便性の比較検討

場所

所在地

面積

敷地の形状 ◎

敷地は南北に92ｍ、東西に81ｍの形状で目立った高
低差も無く、建物の計画しやすい整形な土地である。 △

敷地は南北に115ｍ、東西に40ｍの病院の建つ敷地
と、南北に84ｍ東西に46ｍでかぎ状の下駐車場からな
り、計画するには少し困難な形状をしている。

東西に53ｍ、南北に60ｍの整形な土地で、高低差も無
く、建物の計画しやすい形状をしている。

隣接道路 ○

敷地周囲が全て道路に接道しており、西側の市道福江
東浜線は幅員が20ｍあり一般利用者や緊急車両の出
入には有利な条件となっている。東面と南面は5ｍと
なっている。

△

敷地北面に5ｍ、南面に3.8ｍ病院と駐車場との間を南
北に横断する道路は幅員4.7ｍと通常の車両のすれ違
いが困難な道路となっている。

敷地北側7.4ｍ、東面に6.8ｍ、南面に7.7ｍの道路が接
道している。

周辺環境 ◎

中心市街地に位置し、JR坂出駅より半径500ｍ以内に
位置する。
付近には国の合同庁舎や郵便局、消防署など多くの
行政機関があり、公共施設の立地には適した場所であ
る。

○

JR坂出駅より半径400ｍ程度のところに位置し、周辺
は住宅地域である。関連する行政機関の施設は概ね
JR線路の北側に位置しているため、行政の連携が図り
にくい。　ただし、市の文教施設からは近い。

アクセス ○

中心市街地に位置し、(主要地方道)県道33号高松善
通寺線や県道186号大屋冨築港宇多津線からも近い。

△

JR坂出駅にも近く、市南部からも国道11号～国道438
号線を経由しアクセスしやすいが、敷地に隣接する道
路の幅員が狭く、敷地・施設へはアプローチしにくい位
置となっている。

総合評価 ◎

今現在庁舎が立地していることもあり、広く市民が理解
している立地で、形状が整形であることや、接道する道
路の幅員が広いこと、郵便局や他の行政機関とも隣接
し、庁舎の建設のための敷地として適した場所といえ
る。

△

駅付近の市街地という立地は良いものの、他の行政機
関との連携が図りにくい位置で、住居系の用途地域と
いうこともあり、建築の形態制限も増える。また、敷地
形状が不整形で2ヶ所に分かれるうえに、隣接する道
路は全て5ｍ以下で、庁舎の建設には適していない。

※各項目の比較検討において，優れている場合は「◎」，やや優れている場合は「○」，やや劣る場合は「△」とした。

現市立病院敷地 現教育会館敷地（参考）現本庁舎敷地

坂出市室町2丁目3-5 坂出市文京町1丁目6-43 久米町1丁目18-20

8,151.43　㎡ 8,099.63　㎡ 3,129　㎡



資料２
総務省「起債事業算定基準」に基づく算定計算表

職員数 換算率
基準面積
（㎡/人）

算出面積
（㎡）

 a 事務室特別職 2 20.0 4.5 180.0

部長級 4 9.0 4.5 162.0

課長級 13 5.0 4.5 292.5

課長補佐・係長級 56 2.0 4.5 504.0

一般職
（嘱託･臨時含む）

143 1.0 4.5 643.5

218 1,782.0

 b 倉庫  a 事務室の面積の13％ 231.7

 c 会議室等（会議室・電話交換室・便所等）職員数224人×7㎡ 1,526.0

 d 玄関等（玄関・ロビー・廊下等通行部分）(a+b+c)×40％ 1,415.9

 d 玄関等（追加可能分／市民開放関連） (a+b+c)×10％ 354.0

 e 議事堂（議場・委員会室・議員控室等）議員定数（22人）×35㎡ 770.0

 f 車庫 ４台分×25㎡ 100.0

合計面積 6,179.6

区分

小計



国土交通省「新営一般庁舎面積算定基準」に基づく算定計算表

職員数 換算率
基準面積
（㎡/人）

算出面積
（㎡）

 a 事務室 特別職 2 18.0 4.0 144.0

 部長級 4 9.0 4.0 144.0

 課長級 13 5.0 4.0 260.0

 課長補佐級 25 2.5 4.0 250.0

 係長級 31 1.8 4.0 223.2

 一般職
(嘱託・臨時含む)

143 1.0 4.0 572.0

小計（補正前） 218 1,593.2

小計（補正後） 1,752.5

 b 倉庫 207.1

 c 会議室等（会議室・電話交換室・便所等） 会議室  職員100人当たり40㎡ 88.0

 10人増す毎に4.0㎡増補正率×1.1 96.8

 電話交換室  換算人数 340人の場合 40.0

 宿直室（庁務員室） ２人想定  1人10㎡，1人増毎に3.3㎡13.3

 湯沸室  標準10㎡×各階（３階） 30.0

 受付  1.65㎡×(人数×1/3)　最小6.5㎡6.5

 便所及び洗面所  職員218人×0.32㎡ 69.8

 医務室  職員218人の場合 85.0

 売店  職員150人以上　218人×0.085㎡18.5

 食堂及び理髪  職員218人の場合 170.0

小　計 529.9

 d 固定業務 議会機能  ※参考 現状面積　770.77㎡

　 室  総務省算定基準 22人×35.0㎡ 770.0

 防災機能  防災対策室（対策本部/会議室兼） 120.0

 業務支援機能  入札室（会議室兼）印刷室　相談室 192.5

 50㎡×2　　　32.5㎡　10㎡×6

 保管機能  ※参考 現状面積　書庫 250㎡ 250.0

 福利厚生機能  職員休憩室，更衣室等 200.0

 その他  ※参考 現状面積　記者室 50㎡ 300.0

 ※参考 現状面積　電算室 250㎡

小　計 1,832.5

 e 設備関係 機械室  有効面積 3,000～5,000㎡ 547.0

 電気室  96.0

 自家発電室  最小 29.0㎡ 29.0

小　計 672.0

 f 交通部分（玄関・ロビー・廊下・通行部分）(a+b+c+d+e+)×35％1,747.9

 g 車庫 ４台分×25㎡ 100.0

合計面積 6,841.9

 補正前事務室の面積の13％

補正前×1.1

区分


